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1．研究課題の設定と問題意識'）
フィリピンをはじめ，発展途上国ないし新興国においては現地（産業）資本
が自生的（内発的）に生産・技術・固定設備の資金調達を整備して産業を育成
しうる条件は極めて限定的といえる。政府も海外からの輸入製品や多国籍企業
に対抗しまた輸出を促進しうる強力な現地産業を育成する必要上，財閥系一
族支配型企業による独占的産業支配が成立しやすい構造となっている2)。
また現地資本の主流が商業資本であることもあり，技術開発基盤が脆弱な工
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業部門においては，現地企業との合弁企業であっても．多国籍企業の名義貸し
的ジョイントの形態である場合も多々見いだされる。
こうした構図のもとでは．独禁法は有効に機能せず，また新規のイノベー
ション型現地企業は登場しにくく，そして主要産業部門は実態的には技術開発
上の優位』性と最適生産拠点での集Il1的量産体制を有する多国籍企業のバリュー
チェーンの影響下に置かれることになる３１。換言すれば，このことは現地財閥
系企業と多国籍企業の連合によるTl７場支配に起因して，ilJ場の集中度は高いま
ま固定化されやすい構造であることを意味する。
その結果，工業部門の自律的成長は極めて限定的となり，農業部門からの余
剰労働人口が有効に吸収されにくいメカニズムが固定化され，農業就業人口・
農村人口の相対的低下と絶対的増大')．大地主制・テナント層と小農，等の
フィリピン固有の構図がそのまま残存することになる。しかしながら，農村に
おける商品経済化の浸透と現金収入の停滞は，農村での一家の生活を窮乏化さ
せ，都市への流出をプッシュさせる。他方．工業部門の雇用吸収力が脆弱であ
るために，ｌ可部門では十分なプル要因が機能しないにもかかわらず，農村から
の人口のプッシュ要因は都市におけるいわゆる新興国固有の「サービス部門を
中心としたインフォーマルセクター」の拡大とフォーマルセクターの非拡大の
メカニズムを構造化させる５１。こうして，農業部門就業者数は相対的には低下
していくが絶対数はむしろ増加することにもなる。フィリピンにおける全就
業者数に占める農業部門就業者数の比率は2000年４月の時点において37.3％で
あったが，１２年後の2012年４月においても33.1％と依然高水準ではあるが傾向
的に低下韮調となっている。他方，農業部門就業者の絶対数は，同期間に，
10559万人から12488万人へと約193万人も増加している６)。
同国の就業構造とインフォーマルセクターとの関連についてはすでに，林
(2012c）でも見てきたように，就業者数全体(3,354万人）に占める「インフォー
マルセクターの就業者層」および「フォーマルセクターの不安定就業者層」合
計数7)(2,270万人）の割合は．2009年時点で68％に及んでいた8)。さらに，こ
の数値に完全失業者数を加えた数値を，同国の経済活動人口（2009年：3,781
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万人）比でみると，その割合は71.4％に及ぶ。
この発展途上国固有の失業者層と不安定就業者層が所得階層の底辺をなすい
わゆるＢＯＰ（BaseofthePyramid）層の中核を構成している。
こうしたフィリピンに見いだされる産業組織や市場構造は，大なり小なり，
発展途上国ないし新興国に共通する構造的特質といえる。国連ミレニアム宣言
(ＭＤＧｓ=MillenniumDevelopmentGoals）の最大の課題は，発展途上諸国の
｢極度の貧困と飢餓の撲滅」であるが，そのためには，ＢＯＰ（Bａｓｅｏｆｔｈｅ
Pyramid）の構図を根本から変えていくことが不可欠となる。こうした2１世紀
においてもなお未解決の重要な課題に対して，先進国で発展蓄積されてきた従
来の経営学や経営戦略論では，なんの解決もできないまま，あるいは逆に単に
再生産してだけに過ぎなかったともいえよう。それでは，発展途上諸国固有の
構図と経営学の視点に留意した新たな企業戦略プログラムとしてのＢＯＰ戦略
をどのように構築すべきなのか。本論文の問題意識はこの点にある。
２新興国と多国籍企業の位置づけ
ここでは，Ｓアミン（1970)，Ｇフランク（1970,1978)，Ｒスタベンハー
ゲン（1991）等の従属論の視点から見た新興国の位置づけを中心に検討してい
く。
本論文では，新興国をいわゆる“NewlyEmergingandDeveloping
Countries"，)としてとらえ，従来の発展途上国および以下に述べる「従属学派」
の人たちが主張した「周辺資本主義諸国」もこの範鴫に入れて論じていく。
1970年代，1980年代に台頭してきた発展途上国をベースとする「従属論者」の
指摘を端的にいえば，発展途上国は先進国との貿易関係，そして特に多国籍企
業の現地拠点を媒介項として，価値収奪が行われていること。したがって，両
者の関係は，圧倒的生産力を有する－部先進国を中心に，その周辺に位置する
多くの発展途｣二国で生産された価値が先進国に有利に移転する国際経済メカニ
ズムを基底に多国籍企業を媒介として収奪されていく「中心資本主義国
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(Center）と周辺資本主義国（Periphery)」との関係』性として認識されうる，
ということになる。こうした従属学派の見解は，確かに発展途上国の未発展の
状況を多国籍企業を媒介とした国際的システムから一定程度明らかにするとい
う理論的貢献をしてきた。とりわけ，発展途上国固有の多様な生産様式が同時
併存する独自の社会構成体の分析をベースに先進国を中心とした国際経済シス
テムの矛盾を明らかにした点は極めて示唆に富む'0)。
こうした視点は，1970年代を通して，いわゆる「従属学派」として発展途上
国の研究者や政治家，そして先進国の研究者にも多大な影響を与えてきた。し
かしながら，この論点を教条主義的に解釈してしまった場合には，Ｓアミン自
身がそうであったように，かつてのカンボジアでの悲劇を引き起こしたポルポ
ト政権の閉鎖型一国社会主義路線への理論的根拠ともなってしまった。また，
従属学派の理論だけでは，かつては，従属的構図の中に位置されてきた韓国，
台湾，香港，シンガポール等が多国籍企業を介在させながら国際市場との連結
を促進し，発展途上国的位置から脱して，いわゆるアジアＮＩＥＳ（Newly
lndustrializingEconomies）として歴史的に登場してきた理論的根拠を提示し
えない'')。
他方，国際経済論の視点から多国籍企業の投資行動を論じている米英の論者
たちは，多国籍企業による発展途上国への投資と技術，管理ノウハウに関する
知識の移転が，それら諸国に経済成長のための税収とインフラ整備，そして雇
用の促進をもたらすという論点を展開してきた。さらに，1970年代以降の
OECDの多国籍企業に対する行動指針，1990年代の国連の人権，労働，環境
等に関する10か条から成るGlobalCompact，世界銀行の各種報告書もまた多
国籍企業の発展途上国への投資活動にＣＳＲ的視点からの行動指針の必要性を
提示しながらも，基本的には，多国籍企業の投資の積極的側面をベースとして
きた。
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３多国籍企業のＢＯＰ戦略論の登場とその背景
つぎに経営管理ないし経営戦略論的視点からＢＯＰの問題をはじめて提
起したといえるＣプラハラードのＢＯＰ論，およびＳハート，等の基本的主
張点を確認しておこう。
Ｃプラハラードがいみじくも指摘しているように，「世界中の最も貧しい
人々に対して，我々は何をしているのだろうか？優れた技術や，経営のノウハ
ウ，投資する力を持ちながら，世界中に広がる貧困や公民権剥奪の問題に少し
も貢献できないのはなぜなのか？あらゆる人々に恩恵をもたらす包括的な資本
主義をなぜ作り出せないのか？’2)｣。彼のこの疑問は，言い換えれば，彼自身
がミシガン大学のＭＢＡ等で教えてきた経営戦略論やＣＲＭをはじめとする
マーケティング論は結果的には先進国の一部富裕層のための製品やサービスを
開発し，販売するためのものでしかなく，経済ピラミッドの底辺（BOP）に
いる貧困層の人たちにはなんの役にも立たなかったということでもある。さら
に言えば，この指摘は，こうした類の経営学の理論がＢＯＰを再生産させるも
のでしかなかったということの裏返し的表現でもある。
Ｃプラハラード（2002）をはじめＡハモンド等（2007)，Ｇロッジ（2006）
等の論点は，発展途上国ないし新興国の貧困層に対して，彼らのニーズに沿っ
たものを，経済力に見合った価格で，そして適切なチャネルで提供すれば，魅
力的な市場に変貌すること。そしてそれが可能なのは，優れた経営資源をグ
ローバルな規模で保有する多国籍企業であり，それら多国籍企業が政府，国際
機関およびＮＧＯ等とパートナーを組むことによってそうしたことが可能と
なることを提起してきた。
彼の採りあげた模範的多国籍企業の事例であるユニリーバ（Unilever）社の
場合には，同社インド子会社（HindustanLeverLimited：ＨＬＬ社）を中心に
多様な機関を巻き込みながら，多くの子供たちの感染症を予防しうる低価格の
石鹸を，現地教育機関中心に提供していくソーシャル・ビジネス型のシステム
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となっている。このケースでは,ユニリーバ社は手ごろな値段（Affbrdability)，
製品．サービスへのアクセス（Access)，および入手のしやすさ（Availability）
の３つのＡ１3)に配慮しながら，自社が内外拠点に有する技術開発能力を活用し
ながら，現地ＨＬＬ社が中心となってソーシャルニーズを満たす上記石鹸を生
産，販売する仕組みを構築し，インドの医療コスト全体を引き下げる役割が強
調されている。
しかしながら，ここで留意すべき点は，従来から現地で石鹸を生産してきた
現地の自律的産業基盤の向上に重要な役割を果たすべき現地の企業が消えてし
まっている点である｡この点においては，彼の主張は従来の競合相手を排除す
る競争戦略論的視点の延長線上にあるともいえる。
図表１ＨＬＬ社のＢＯＰビジネスモデル
'1？露議ｉｆｌ驚鑪ijiEiii§iiijzi織溌I蕊顛蕊蕊i1liii議選懲蕊薮蕊態霧信榮)し
測鞠懸彊Ｆ’灘騨i2f‐&:!u鋼翻藤:A寒珈電鍾鍼蘇…蝉…(環境衛生ﾌﾞ輿ｼﾞ室外》 ｉ罫､。
ｲﾝﾄﾞにおける下痢性疾患による死亡:年に“万人｡全世界でも5歳未満の子供の感染症
による死亡原因の第２位鰐窒＝鶴．医療ｺｽﾄ大
出所：林（2012a:258頁，Prahalad［2002:pp235-244］より作成）
換言すれば，彼の論点は，一方でソーシャル・ビジネス的視点を包含してい
るにもかかわらず，他方で多国籍企業のＢＯＰ戦略に基づく現地子会社の事業
活動によって現地企業を排除してしまう論点をも内包している。このことは，
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彼の論点には現地企業との共生の論理が排除されている側面をも有しているこ
とを意味する。この点については，次節のＭ・ユヌス氏のソーシャル・ビジネ
スの事例において比較検討してみよう。
さらにｓハート（2007）の検討に値する主張をここで確認しておこう。彼は，
企業サイドのミクロの視点から，環境と発展途上国の貧困というマクロ的諸問
題の解決を検討している。この主張のキーワードは，「持続可能性」「ＢＯＰ
(BaseofthePyramid)」そして「破壊的イノベーション」である。以下，彼
の主張を彼の著書の構成順にみていこう。まず，持続可能な経済への転換を図
るには，世界経済が三つの経済から構成されていることを認識する必要がある
こと。それらは，発展したマーケットエコノミーに典型的な「貨幣経済」発
展途上国の農村部に広く見られる「伝統経済」そして再生可能資源と再生不
能資源によって構成される「自然経済」である。これら三つの経済からなる国
際的システムは戦後大きな変容を遂げてきた。すなわち，第二次大戦後の米国
主導のブレトンウッズ体制，ＩＭＦ－ＧＡＴＴ体制と多国籍企業を媒介とした国際
的開発は，いわゆる先進国型の価値基準を発展途上国に持ち込み，発展途上国
において工業化都市化を促進しその結果，文化的多様性や自律的農村経済
の破壊，そして所得格差の拡大と貧困層の創出をもたらしてきた。今日のいわ
ゆるＢＯＰは，この国際的開発システムの産物である。
彼がここで主張する「未来をつくる資本主義」とは，「第３世界における自
然破壊，労働搾取，文化的主導権，地域の自治喪失をもたらしてきたグローバ
ル資本主義ではなく，経済ピラミッドの底辺に大きなビジネスチャンス作るこ
とによってこれまでのエリート層を一掃し既存企業の地位を奪う，新しいダ
イナミックなグローバル資本主義'4)」のことである。これまでの企業戦略も，
先進国と発展途上国の一部富裕層向けのいわゆる付加価値の高い製品やサービ
スをいかに開発し販売していくかに焦点が当てられていた。それに対して，未
来を作る資本主義のもとで成功する企業の戦略は，「持続可能性｣，「BOP」そ
して「破壊的イノベーション」をベースとした戦略となる。
その際，これら新たな資本主義を促進していく企業は，ＢＯＰに参入するこ
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とによって，その地域で重要な役割を果たしている地域組織やコミュニティに
及ぼすプラスとマイナスの影響を持続的に評価していくことが求められる。い
わゆるトリプル・ボトム・ライン（TripleBottomLines：社会的側面，経済
的側面，環境的側面）の側面からビジネスのパフォーマンスをモニタリングす
る仕組み造りが必要である。なぜならば，経済的側面で大きなプラスの成果が
あっても，社会的には地域コミュニティや自然環境を崩壊させている場合も否
定し得ないからである。
そしてＢＯＰに参入する企業は，低所得層に関する知識や経験の無い国家政
府や現地大企業のような伝統的パートナーと提携しても失敗するケースが多
く，逆に現地のいわゆる民衆の知恵を認識している現地NGO，現地起業家，
地域団体やコミュニティといったいわゆる非伝統的パートナーと提携したほう
が成功するケースが多い。こうした非伝統的パートナーと協力して現地に適応
した製品やサービスを開発する際にも，ＢＯＰの貧困層を単に顧客や消費者と
してだけではなく，彼らの知恵を取り込むためにも彼らをパートナー，生産者，
同僚として参加させていく仕組みが不可欠である。また彼は，そのような製品
開発の際には従来のマーケティング論や戦略論よりもむしろ，農村社会学，応
用人類学，等々のより学際的視点の必要性を指摘している。
SHartのこうした主張は，CKPrahaladの視点と共通する部分が多々見
いだされるが，彼よりも従来の企業や経済システムに対してより批判的視点か
ら展開されており，環境（ecology）の観点も踏まえたサステイナビリテイ（持
続可能`性：sustainability）の視点，また現地ＮＧＯコミュニティ，町村レベ
ルの地方政府等の非伝統的なパートナーとの協働を通した新たなＢＯＰ戦略を
提示している。
ただしＳハートの上記の指摘は，今後のＢＯＰ戦略の方向性を認識するう
えで重要な論点を提示してはいるが企業戦略上の具体性に関しては，明確に
論じられてはいない。この点については，ＳハートとＴ・ロンドンとの共編箸
(London,Ｔ・andHart,Ｓ,Ｔ,2011）において，具体性を踏まえてより詳細に紹
介されている。同書の中で，Ｔ・ロンドンが指摘する，「社会を深く理解し現
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地経済を動かしている特有の経済原理の詳細な知識を得る能力」としての
｢SocialEmbeddedness（社会的埋め込み）の能力」（London,Ｔ､andHart,Ｓ，
2011;ｐ34,邦訳：７４頁］の概念，および第５章を担当したＭ・ヴイスワナサン
が指摘する「貧困の多面`性，市場の断片化と不均質化」（ibidl29-l64,邦訳198-
240頁)，そしてＡハモンドによる「社会的企業を対象とする国際的投資ファ
ンド，国際的ＮＧＯと現地ＮＧＯ，現地の社会的起業家とのハイブリッド型パー
トナーシップ」のモデル（ibid,ppl93-215，邦訳278-307頁）はＢＯＰ市場の特
`性とビジネスモデルを理解するうえで極めて示唆に富んでいる。
それでは，ＢＯＰのためのビジネス・ストラテジーとは，従来型の経営・競
争戦略との比較においてどこに本質的差異があるのだろうか。
４．多国籍企業のＢＯＰ戦略とＭポーターのＳフォーシズ分析の限
界性
４．１５フォーシズ分析の前提と新興国の市場構造
本節では，多国籍企業が展開しようとするＢＯＰ戦略において，Ｍ､ポーター
の競争戦略論がどの程度の有効性を持ち得ているかを吟味していく。Ｍ・ポー
ターの競争戦略論は基本的には，マーケット・エコノミーが十分に機能する先
進国型の産業組織と市場構造を前提とした産業組織論的アプローチであり，
MarketStructureMarketConduct,andMarketPerfOrmance，いわゆるＳＣＰ
パラダイムが競争戦略論の理論的フレームワークとなっている。ここでは，市
場は基本的には均質であるため，その市場を巡る競争構造を５つの競争要因
(５Forces：売り手との交渉力，買い手との交渉力，代替品からの圧力，新規
参入企業の脅威，既存企業間の競争関係）等の分析フレームワークを用いて競
争上優位なポジションを見出しそれに適合した事業戦|略や競争戦略の立案と
展開が可能となる。こうしたＭ・ポーターをはじめとする経営戦略論のフレー
ムワークはあくまで，いわゆる先進国型マーケット・エコノミーにおける既存
市場をめぐる（既存・潜在）競合企業に対する競争優位,性の構築戦略である。
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こうした先進国型産業組織と市場構造を前提としたＭ・ポーター的従来型競
争戦略論を，新興国特有の社会構成体'5'に根ざした新興国型産業組織と市場構
造にそのまま適応した場合，ＢＯＰ層の社会的利益に適合する市場の創造は可
能なのだろうか。言い換えれば，先進国型産業組織と新興国型産業組織との本
質的違いおよび先進国型市場構造・企業行動と新興国型市場構造・企業行動
との本質的違いを不明確にしたままで，新興国の社会的課題解決型の経営戦略
論の構築は可能なのだろうか。これらの疑問点に留意しながら，従来の競争戦
略論の限界と新興国に適応する新たな企業戦略論や競争戦略論の提起を試みて
いく。
４２新興国市場の階層性とＢＯＰ市場
ＢＯＰ市場用の主な製品は，飲食料を中心とした生活必需品であるが，ここ
では，ＢＯＰ層の経済的自立化に重要な役割を果たしている働く女`性にとって
の必需品でもある女'性用下着のブラジャー市場を事例にみていく。図表２は首
都マニラの中心地にある高級百貨店の「ランドマーク（ＬＡＮＤＭＡＲＫ)'6)」お
よび高級ショッピングモールの「ＳＭ」で販売されている婦人用下着（ブラ
ジャー）の価格帯を示している'7)。
図表に示されているようにフィリピンのブラジャー市場ではワコール'8)，
トリンプさらにはユニクロ'９１等の外国籍企業が販売する１枚2,000-5,000円台
の一部富裕層（TOP:TopofthePyramid）向けから，1,000円台-2000円台の
ＭＯＰ上層，現地企業のSO-ENやＳＯＧＯブランドの270-700円台のいわゆる
ＭＯＰ(MiddleofthePyramid）中層～ＭＯＰ下層向けそしてノーブランド（大
部分は中国からの輸入品）の１枚１００円ほどのいわゆるＢＯＰ層向けに至るま
での所得に応じた市場の「多層性と分断性」に留意する必要がある。
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図表２：フィリピンのブラジャー市場に見る市場の多層性と分断』性
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出所：ＬＡＮＤＭＡＲＫ（高級百貨店，マニラ）での調査，JETROレポート，ワコールフィリピンで
のヒアリングにより作成，調査時期（2012年３月，2013年８月『2014年３月）
注：ユニクロはワイヤーレスのみ，その他はワイヤー入り。ノーブランドの輸入品でも値札のタグ
にはLandmark名は入っている。露店での販売価格も低価格品は50ペソ（約110円’約1.1ドル）
このノーブランドのＢＯＰ層向けの場合でも，あくまで首都マニラにある高
級百貨店のディスカウントコーナーで販売されている最低価格帯であり,露店
で販売されているノーブランドのブラジャーではない｡露店での最低販売価格
帯は，枚,00円前後であると推定されうる20)。
多くのＢＯＰ層の人たちは，買い物をするために，わざわざ首都中心部にあ
る高級百貨店のランドマークまでバスに乗って行ってまで購入したりはしな
い。逆に，ランドマークで買い物をするのは，ＭＯＰ層以上であり，そして最
高価格帯のブラジャーを購入するのはＭＯＰ上層以上であることが想定され
る。
したがって，ランドマークのディスカウントコーナーで最低価格帯のノーブ
ランド品を購入する女性層は，マニラ首都圏中心部で働くメイド,ハウスキー
パーまたウェイトレスをはじめとする単純労働型の労働集約的職務に就く低所
得の女性層であることが想定される。
マニラ首都圏の最低賃金は2012年の改定により，１日456ペソ（約1003円：
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８～９時間労働で時給約111～125円)，そして首都圏の北側に隣接する中部ル
ソン地域の最低賃金が336ペソ（約739円：同時給約82～92円）である２１)。多く
の失業者を抱える中で，仕事につけても１日の労働賃金がほぼ１０ドル，時給
ベースでほぼ１ドルとなる。このことは，首都圏を離れると，１日分の給与が
地場ブランドの最高価格帯のブラジャー１枚の値段にほぼ等しい。しかし林
(2012b，2012c）でも指摘したように就業者数の約６割強が不安定就業者で
あるから，仕事に毎日安定して就けるわけではない。その結果，個人ベース１
日１ドル以下，世帯ベース（１世帯５人）で１日５ドル以下のいわゆるＢＯＰ
層の人たちの割合が，2009年時点で，政府統計でさえも，それぞれ329％（個
人ベース）と270％（世帯ベース）を占めている。こうした構図の下では，
BOP層の女`性たちは，ブラジャーを購入する際には，購買能力の観点からは
ほぼ１ドル前後のノーブランドブラジャー22)の購入を迫られることになる。
４．３ＢＯＰ市場とセグメンテーション
こうした新興国におけるＢＯＰ層市場とＭＯＰ市場，およびＴＯＰ市場との
境界線は，先進国とは異なってより鮮明に引かれることになる。とりわけ，イ
ンフォーマルセクターの不安定就業層の所得を背景とするＢＯＰ市場とフォー
マルセクターの安定就業層の所得を背景とするＭＯＰ層との間は，既述の通
り，「分断性と固定'性」という基本的特質を背景として，極めて流動性に欠け
る23)。
それに対して，先進諸国市場の場合には，税制度や各種の生活保障制度を通
した富の再配分機能が大なり小なり働くために新興国市場のようには市場が
大きく分断され，固定化されることはない。したがって販売される商品はセグ
メント化された市場ごとにある程度の価格差はあっても，機能的にも品質的に
も，大きく分断されることはなく，基本的には均質`性が保証されることになる。
先進国市場の場合には，企業は，図表３に示されているような消費者市場の
構成要素ごとに市場を欲求，購買力，地理的所在，購買態度，購買習'慣，等
の主要要素の特`性を分析することによってセグメント化を図肌細分化された
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市場に適合したマーケティング戦略を展開することになる。
図表３消費者市場の構成要素とセグメンテーション（先進諸国）
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ここでは，所得水準に規定された購買力は市場のセグメンテーションの重要
ではあるが一要因にすぎない。したがって，ここでの消費者市場の基本的性格
は，「多様性と均質性」となる。ここでは，企業は，戦略的にセグメント化さ
れた多様な市場に適合した製品・サービスの開発，生産，販売をめぐる競争と
なるが，ここでの競争優位なポジショニングは５Forcesによる分析に基づく
基本的競争戦略が有効性を保持している。
それに対して，新興国のＢＯＰ層市場の特質は，ＢＯＰ層の人たちの所得水準
と購買力が著しく低いために，購入対象品は生活必需品に限定されざるを得な
い。しかもＢＯＰ層の生活範囲と就業基盤は地域コミュニティ密着型の傾向に
ある。その結果，Ｍ・ポーターの５つの競争要因である，「売り手や買い手との
交渉力，代替品からの圧力，新規参入の脅威，既存企業間の競争」は，同じ新
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興国のＭＯＰ，ＴＯＰ市場に比較して，ＢＯＰ市場においては，基本的競争要因
としてさほど有効には機能しない。
それに対して，図表４のフィリピンの事例でみられるような新興国市場の場
合には，所得水準に規定された購買力はセグメンテーションの－要因ではある
が，決定的要因となる。
図表４消費者市場の構成要素とセグメンテーション（新興諸国）
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その結果，新興国の消費者市場の性格は，図表２に示されている重層性を基
本として，図表４に示されている所得（購買力）を中心とする「人口学的変数
(demographicvariables)」に大きく規定された「多層性，分断性，不均質性」
を基本的構成要素とする。
したがって，先進国市場においては，市場を構成する多様な要素が市場動向
に影響を及ぼすのに対して，新興国市場におけるＢＯＰ市場のマーケット・メ
カニズムは購買力にさらに大きく規定される分，他の要素は市場動向にざほど
－７２－
経営論叢第４巻第１号（2014年６月）
影響を及ぼすことはない。
その結果，市場は購買力に大きく規定された「人口学的変数」が最大の変数
となり，「地理的変数｣，「行動学的変数｣，「心理学的変数」の規定力は大きく
低下する。こうした新興国特有のＢＯＰ市場構造に規定されて，ここでの企業
行動は，価格に大きく左右され，逆にファッション性，機能性，品質，安全
性，等々の差別化要因のウェイトはその分低下することになる。
特にＢＯＰ市場は，ＢＯＰ層の生活基盤を構成する低廉な生活必需品によっ
て構成されるため，そこでは，低価格，低品質のコメ，油，砂糖，アルコール
類，石鹸，洗剤等々が主要品目となる。こうした新興国ＢＯＰ市場特有の構造
の下では，単に市場規模の課題とは別に先進諸国のマーケット・メカニズム
を前提としたマーケット・セグメンテーション，ターゲテイングおよびポジ
ショニングに基づくマーケティング戦略は，ＢＯＰ市場では有効に機能してこ
なかった24)。
また新興国においては外国籍企業に対する現地産業や現地企業の保護育成
の観点から，そうした外国籍企業による当分野への進出に対する政府管轄諸機
関の許認可権によって市場メカニズムはその分その機能を阻害される。
こうした新興国特有のＢＯＰ市場の構造を検討する際に最も留意すべき点
は，図表４においても示きれているようにＢＯＰの人たちの生活基盤が，い
わゆる先進国や新興国の大都市の生活基盤とは本質的に異なって，電気，ガス，
水道，さらには住居や交通インフラ自体が未整備な状況下にある点にある。換
言すれば，ＢＯＰ市場に適応しうる製品やサービスは，生活基盤等々の各種イ
ンフラが未整備かつ非衛生的な状況に適合すると同時に３Ａ（AffOrdability，
Access,Availability）の条件25)を満たす新たな製品・サービスの開発を基本と
する。しかもこれらの新たな製品・サービスはＳハートが指摘してきたよう
にTripleBottomLinesとしての社会的側面，経済的側面および環境的側面
の三つの側面26)を同時に満たすものという意味で，革新的性格が求められるこ
とになる。
こうしてＢＯＰ市場は圧倒的な低価格の生活必需品市場に限定されるだけで
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はな<，ＢＯＰ層独自のニーズに適合しうる新たな製品やサービスの開発に基
づく新たな市場の創造の側面が基本要因となる。したがって，新興国のＢＯＰ
市場構造が先進国の市場構造と基本的に異なりしかもそこでは，５つの競争
要因以外の要因に大きく規定されてくるためにＭ,ポーター流の５Forces分
析による有利なポジショニング戦略はそのままでは基本的に成立しない。以上
の諸点を集約して端的に表現すれば，ＢＯＰ市場構造は，先進国市場および新
興国ＭＯＰ，ＴＯＰ市場とは異なって，５つの競争要因による分析は意味をなさ
ないこと。そして低所得と固有の生活インフラに規定された最低限の生活必需
品によって構成されるＢＯＰ市場でのポジショニングは，既存企業や潜在企業
との競争優位を獲得するためのポジショニングではなく，ＢＯＰ層に必要かつ
適合的な製品・サービスを創造する新たな市場創造が本質となる。
ただし市場の多層性ごとの市場構造的特質，および市場のメカニズムの機
能の程度は，新興国それぞれの固有の社会構成体に規定されてくる。その際，
－部現地財閥に経済力が集中するいわゆるクローニー資本主義と多国籍企業と
が共存する２１世紀型社会構成体の位置づけが必要となるがこれについては別の
機会に論じる。
５．Ｍユヌス氏のソーシャル・ビジネス論と多国籍企業
５．１プラハラードのＨＬＬモデルの限界性
先進国市場および新興国のMOp，ＴＯＰ市場とは異質な新興国のＢＯＰ市場
に内在する複雑性や重要性に対して，従来型事業．競争戦略論やマーケティン
グ戦略論では結果的に適切な対応をしえなかった｡それに対して，Ｍ・ユヌス
氏は独自のソーシャル・ビジネス論によって対処してきた27)。第３節で指摘し
たようにＣＫプラハラードのインドにおける多国籍企業（ユニリーバ社）
子会社（ＨＬＬ社＝HindustanLeverLimited）の成功的事例を，図表’をベー
スにさらに単純化してチャート化すると，図表５のように表すことができる。
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図表５ＨＬＬ社の事業モデル
ご鐵藤斑勲r蝋露鍼鯵溌LL社録篭デノレ
出所：ＯＫプラハラード（2002)，pp249-277，邦訳258-330頁を参考に作成
この成功事例として紹介されているモデルでは，現地の雇用と社会的医療コ
ストの低下等々がその成功要因として指摘されている。このモデルの主役はあ
くまでヨーロッパに本社のある多国籍企業であり，現地子会社のＨＬＬ社は本
社のグローバル戦略の一環としてのＢＯＰ戦略を担うことになる。ユニリーバ
社は，現地はもちろんグローバルに保有する経営資源を有効に活用することに
よって同社の石鹸をインド市場に一層流通させることに成功している。
しかしながらこのモデルでは，従来，石鹸を生産，販売してきた多くの現地
企業とそこで働いていた現地の人たちはどこかに消え去ってしまっている。
Ｍ・ユヌス氏の問題提起の重要な点の一つはここにある。
そこで，Ｍ・ユヌス氏が提起するソーシャル・ビジネスの前提条件と多国籍
企業とのソーシャル・ビジネスモデルをみていこう。同氏が主張するソーシャ
ル・ビジネスの重要な原則は，当初集められた資金が「ソーシャル・ビジネス」
に投入されたのちに得られた余剰部分が配当として配分されることはなく，そ
れは再びその「ソーシャル．ビジネス」に再投資されることになる点にある28)。
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５．２Ｍユヌス氏のソーシャル・ビジネスと自己雇用の戦略的意味
そこで，Ｍ・ユヌス氏がグラミンモデルの発展形としてフランス系食品多国
籍企業のダノン社と合弁会社（グラミン側４社で50％，ダノン側：５０％出資）
を創設して事業化したモデルでこのソーシャル・ビジネスモデルを見てみよう
(図表６参照)。
このグラミン・ダノン食品の事業目的は，バングラデシュ現地の社会的課題
である「子供の健康と貧困の削減」として明記され，そのミッションは覚書と
して，「貧しい人々（地方の下層クラス）に日々の栄養をもたらすユニークな
近接ビジネス（現地のコミュニティに連結した製造と流通のモデル設計）に
よって，貧困を減少させる｣29)として明記されている。ここでは，現地の自律
的ビジネス生態系による所得の向上と貧困からの脱出が事業運営の具体的解決
課題とされている。
この合弁会社のグラミン・ダノン食品の現地での事業概要は，図表６に示さ
図表６Ｍ.ユヌス氏の多国籍企業とのソーシャル・ビジネスモデル
蝋、
懸鍵磯
鍵
§ 埼『》
出所：Ｍ､Yunusu（2007）（2010)，林・古井（2012264-266頁）を参考に作成
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れているように地域の乳牛飼育者やヤシの木の糖蜜栽培者30)との契約，労働
集約的なヨーグルト現地工場の設置による地元住民の雇用，地域の小規模な卸
売業者との販売委託契約，戸別訪問販売女性（グラミンレデイ）の採用による
地域と「生産・流通」を通したビジネス生態系システムの確立，そしてそれに
よって子供の健康増進と現地下層クラスのひとたちの所得を引き上げ，ビジネ
ス生態系全体の自立的発展を通して貧困世帯を経済的に自立させるためのプ
ラットフォーム構築が志向されている3')。
このモデルでは，現地側ＮＧＯのグラミン側と多国籍企業側との
｢OwnershipとPartnership」に基づいた現地の社会的課題の解決に向けた事
業32)が，現地に根差した形（locallyembeddedinthecommunity）で展開さ
れる構図となっている。
ここで極めて注目すべき点は，この合弁事業が，単なる雇用の創出による賃
金収入の増大を志向しているのでは決してない点である。「ほとんどの経済学
の教科書が認識する唯一の雇用が賃金雇用である」のに対して，ユヌス氏の論
点は，「マイクロファイナンスを通して，（賃金雇用として働く労働者ではなく）
異なった能力とニーズを持っている人間の内部にある創造性のエンジンのス
イッチを入れることによって，企業家（＝起業家［entrepreneUr]33)）として
の能力を発揮させ，家庭を生産単位とする自己雇用｣３１)にある。
換言すれば，彼の論点は，多国籍企業の進出によって子会社と工場が設立さ
れて雇用が創出されるとしても，それだけでは貧困の問題は極めて限定的にし
か解消されない。問題は，「賃金労働では，人類が，無限の資質と才能を与え
られた素晴らしい創造物35)としての能力とエネルギーを解放できない」という
点にある。そして重要な点は，マイクロファイナンスを通して，ＢＯＰの人た
ちの能力を解放し家庭を生産単位とする自己雇用を前提とする企業家（＝起
業家）として登場させようとする点にある。
本論文で用いている「自律的ビジネス生態系」とは，こうした地域コミュニ
ティにおける企業家としての自己雇用を基盤として構築されているビジネス生
態系を意味している。つぎにこうした「自律的ビジネス生態系」の戦略を，
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フィリピンのＮＧＯ組織であるＣＡＲＤMRIのマイクロファイナンス事業戦略
の事例からみていこう。
ｅ、ＣＡＲＤＭＲＩ（フィリピンＮＧＯ）の戦略とビジネス生態系
６．１ＣＡＲＤIncのマイクロファイナンスとサリサリストアの位置
ＣＡＲＤＩｎｃのマイクロファイナンス事業の概要についてはすでに，林
悼史（2012a)，および,林・井口・荒井（2013c）において検討されているので，
ここではまずはじめにその事業戦略をマイクロファイナンスの主要顧客層と
サリサリストアの位置づけから確認していく。
CARDMRI36)が2007年に実施したサンプリング調査によれば，マイクロファ
イナンス業務を行っている地域の貧困状態は以下のような結果となっている。
この調査の回答者は，全員がＣＡＲＤＩｎｃからのマイクロファイナンスの顧客
層であり，対象地域はTarlac州地域37)となっている。ＣＡＲＤ設立の趣旨から，
貸出先は原則的に「女性の経済的自立化」であることから，調査対象となって
いる顧客も全員女`性であり，回答者数は140名となっている。彼らの年齢構成
は，２８歳～57歳が全体の80.0％を占めている38)。
ここで留意する必要がある点は，ＣＡＲＤＩｎｃが貸し出しを認可する際に
仮に返済が一定期間以上滞る状況に陥った場合，返済義務はＣＡＲＤ設立当初
はチームの連帯責任制であったが，2004年以降は借主（顧客）個人が属する家
族の世帯ベースでの返済責任制に変更されている点である39)。このことから，
下記図表７に示されている所得数値は個人ベースではなく，実態は世帯ベース
と理解されうる。フィリピン政府の機関であるＮＳＣＢの報告でさえも，２００６
年の世帯数の26.9％，すなわち4,600万世帯が貧困状態にあるとされている。
これらの貧困世帯の年収基準は75,28785ペソ（1,467.6ドル)，月収ベースで
6,27399ペソ（１２２３ドル)，日収206.29ペソ（4.0ドル）となっている40)。
他方，ＣＡＲＤによる調査対象地域となっているTarlac州は北部Luzonに位
置しているが，Luzon地域の世帯のうち，2005年に，自らの世帯を貧困世帯で
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図表７マイクロファイナンス顧客層の所得構成（世帯月収）
ｒｅｑｕｅｎｃｙ Ｐｅｒｃｅｎｔａｇｃ
］７．１４
1００
出所：Evangelista,Ｓ．Ｐ．（2007),ｐ９１
注：ドルベースでの所得は，ＮSCBの2006年平均為替レートにより換算
あると認識している世帯数はこのLuzon地域の66％に及んでいる4')。
同調査によると，ＮＣＲ（NationalCaDitalReRion:マニラ首都圏），ＮＣＲ（NationalCapitalRegion:マニラ首都圏）において
自らの世帯を貧困世帯と認識している世帯は同地域全体の48％であり，２００６
年ベースでの月収基準は，12,000ペソ（233.9ドル）となっている。Tarlac州
は同国のRegion3に分類されており，政府統計では，貧困世帯がＮＣＲ地域の
月収の約84％水準となっている。換言すれば，12,000ペソの80％相当の約
10,080ペソ以下の世帯層が自らを貧困世帯と認識する月収水準となる。した
がって，表８に示されているLuzon北部に位置するTarlac州でＣＡＲＤから
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認可されてマイクロファイナンスの対象となっている顧客層（全員，女性）の
大部分が貧困世帯と自らを認識している世帯となる。もっとも，ＣＡＲＤの設
立趣旨は「貧農の土地なし女性」が対象となっていることから．顧客の多くが
原則的には，貧困世帯層と位置づけられうる。つぎに，これらのマイクロファ
イナンス対象顧客の月収は，どのような源泉から得られているのであろうか。
図表８に示されているように，主要な収入源となっている職業形態は，「Sari
SariStore」の42件（30.0％）を筆頭に，「Tocino（加工豚肉食品）をはじめと
する食料品販売」が40件（28.6％)，および物品の仕入れ販売業が35件（25.0％）
となっており，これら三分野で117件，全体の83.6％を構成している42)。
Tarlac州同様，フィリピンの農村世帯の多くはいわゆるインフォーマルセ
クターに属し，不安定就業（Infbrmalemployment）の形態にある。そうした
図表８マイクロファイナンス顧客層の所得源
出所：EvangelistaSP．（2007)，ｐ9２
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貧困世帯に属する世帯の主要所得源は，サリサリストアを筆頭にマイクロ
ファイナンスを主要資金源とする地域産品の仕入れとそれらの販売が重要な役
割を果たしている。
こうしたサリサリストアをはじめとするＢＯＰ層向けの伝統的小売店の同国
における数は，７０数万４３)とされており，こうしたサリサリストアは，地域住民
への生活必需品の掛け売りも含めて重要な生活基盤の＿端を構成している。
６２ＣＡＲＤＭＲＩの戦略と自律的ビジネス生態系
フィリピン現地の伝統的小売業態である「サリサリストア」の取り扱い品目
の調査に見いだされたように（林・井口・荒井：2013c)，CocaColaP＆G
Unilever，Nestle，そして日系企業の味の素，マンダム，等の多国籍企業の
BOP層向けの商品は着実に増加し，それに伴い現地のビジネス生態系もこれ
ら商品に着実に侵食されてきたといえよう。換言すれば現地の自律的ビジネ
ス生態系は多国籍企業のグローバル・バリューチェーンに統合化されることに
よって脆弱性を増してきたともいえる。
これに対して，現地ＮＧＯのＣＡＲＤＭＲＩ（CenterfOrAgriculturaland
RuralDevelopmentMutuallyReinfOrcinglnstitutions44)）の戦略は以下のよう
に集約されうる（図表９参照)。
現地の貧困屑向けに生活必需品を生産，販売するサリサリストアをはじめマ
イクロ・ビジネス（現地の零細企業）にマイクロファイナンスによる小口資金
の提供とビジネス・サポートをすることによって，経済的自立化を図る（図表
９の［ｌ］)。ここで確認すべき点はこの「経済的自立化」とは，マイクロファ
イナンスの対象となっているサリサリストアにせよMicroProducersにせよ，
女`性を軸とした自己雇用による家族の経済的自立化が基本となっている点にあ
る。つぎにＣＡＲＤMRI構成組織のCARDBDSFInc.と傘下のMicroVentures
社を通して上記のマイクロ・ビジネスの発展をサポートすることによって，現
地のローカル資源を活用した製品と組織のグレードアップを図っている点であ
る。その際，図表９の［２］に示されているようにMicroVentures社は現地
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BOP層に適合したＰＢ製品の開発を担当するが，その際,日本のベンチャー
企業のグランマ社との連携も図る゜この日系企業のグランマ社45)は，ＣＡＲＤ
およびMicrOVentures社から得られた現地固有のニーズと知識・知恵（locally
embeddedknowledge＆wisdom）を日系他社が保有する技術知識とを結合さ
せて製品化と事業化へと導く橋渡し役とプロデューサーの役割を担っている｡
これらのＰＢ製品は現地の資源と現地のマイクロ・ビジネスをできるだけ活
用して，現地の所得に見合った価格で，ＢＯＰ層に安全』性，機能性，品質，デ
ザイン等において満足感を保証する商品として，現地のサリサリストアの販路
図表ｇＣＡＲＤの戦略的方向性
錘●“一議灘｡“ 蔬諭i…$辮灘…繊繊ｌ１ｍｘ１ｉ．:哺……….H…………平…………\q………<………L#
鹸鱒
出所：ＣＡＲMRI本部，ＣＡＲＤＢＤＳ傘下のMicroVentures社でのヒアリング調査，
およびグランマ社（代表：本村拓人氏）とのインタビューより作成
を中心にＢＯＰ層に販売される（図表９の［３])。そしてこれら製品の競争力
の向上を通して，国内他地域市場および全国市場への浸透を図る（図表９［４］
[５])。そして多国籍企業との合弁による技術導入と国際的流通網の利用を挺
に最終的に国際市場への浸透を狙い，地域全体，そして一国的規模での雇用と
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所得の向上を図ろ（図表９［６]）戦略といえる。
以上の諸点を図表１０によって再確認してみよう。同図表に示されているよう
に，ＣＡＲＤMRIのＣＡＲＤInc・がサリサリストアやMicroProducersにマイク
ロファイナンスを通して，小口資金を供給して財政的安定化と規模の拡大を可
能とし，同時に，ＣＡＲＤＢＤＳＦＩｎｃ４６)と傘下のMicroVentures社を通してビ
ジネス・サポートを行う。
図表１０CARDMRlのビジネス・エコシステム戦略
i霧欝蝿蝿．＿,饅鑪鑑鑓鍵鞘 …￣燕鶴亀
熟職’
-｡r趣
露
蕊霧蕊辮Ｐ２．蕊
乢再§L…＃
品一宰
露 灘
ⅡⅢ$帝山も岩ﾛ甜夢
､鞠鐇乱織識争
出所：ＣＡＲＤ本社，グランマ社でのインタビューにより作成
注：ＳＳは，SukiStoreの略称。SukiStoreはCARDInCからマイクロファイナンスをう
けているサリサリストアのことを意味する。
そして注目すべき点は，ＣＡＲＤＢＤＳＦＩｎｃ.とMicroVentures社によるＰＢ
商品の開発や日本のベンチャー企業のグランマ社とのコラポレーションによる
ＰＢ商品の開発が進められている点にある。
これらのＰＢ商品は，サリサリストアの中でもCommunityStoreと呼ばれ
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る比較的安定した地域の中核的サリサリストアを通して，マイクロファイナン
スを受けているSukiStoreと呼ばれるｲ7)サリサリストアに提供され，地域住
民にHapinoy"ブランド名で販売される仕組みとなっている。
これらの"Hapinoy，，ブランド名によるＰＢ商品は，現時点では，ＣＡＲＤ
ＢＤＳＦＩｎｃとMicroVentures社で開発ざれ現地メーカーに委託生産された
現地産物を素材とするバナナケチャップ，酢．麺，等の食品関連商品である
が１８)，今後は日常生活用品（女,性用生理用品，蚊帳，等々）への展開も志向さ
れている49)。
そして現地の自律的ビジネス生態系の基盤を強化しながら，外資系企業，特
にグローバルに事業を展開している多国籍企業との提携を通して国際市場への
連結を図ることが展望されている。
７．結論と今後の課題
本論文での主張の要旨は，多国籍企業によるＢＯＰ戦略はそれ自体としては，
新興国最大の社会的解決課題である「貧困の解消」とは直接的には連結すると
は言えない。むしろ，現実的には，かつての「従属学派」が主張してきた「中
心資本主義（センター）対周辺資本主義国（ペリフェリー)」の構図の２１世紀
版的焼き直しとなりうることも否定しえない。
新興国におけるＢＯＰ層の抱える社会的課題の解決という視点からは，
Ｍ､ポーター流の競争優位の戦略は有効に機能せず，現地ＮＧＯによる明確な
社会的理念と社会的課題の解決を直接的ミッションとする，「ソーシャル゛ビ
ジネス」型のビジネスモデルとそれに基づく「現地の自律的ビジネス生態系」
の構築の上に多国籍企業のグローバル・バリューチェーンと連結されること
が，きわめて有効となりうる50)。その際重要な点は，現地ＮＧＯによるマイク
ロファイナンスとビジネスサポートをベースにした農村コミュニティにおける
サリサリストアおよび現地MicroProducers（家族をベースとした自己雇用型
の零細生産者・企業）との連携が農村での家庭を単位とする生産と雇用基盤
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を作り出しそれによって都市のインフォーマルセクターへの流出を防ぐと同
時に現地の自律的ビジネス生態系の基盤が構築されうることにあった。その
際，現地ＮＧＯがそうしたサステイナブルな自律的ビジネス生態系と現地独自
のバリューチェーンの中核的役割を担いうることを検討してきた。そしてこう
した現地ＮＧＯの今後の戦略的課題は，外資系企業，特に多国籍企業の有する
グローバル．バリューチェーン５１)の活用を通して，現地ＮＧＯを中核とするビ
ジネス生態系のシステム全体の強化と持続的開発をいかにl到るかになってくる
と思われる。本論文では，こうした現地ＮＧＯの技術的解決課題と多国籍企業
の知識とを連結させるmediator的役割を果たしている日系企業グランマ社に
も注目してきた。
こうした現地ＮＧＯをキーストーンとするサステイナブルなビジネス生態系
が成功裏に構築されてくるということは，一方での「不安定就業層の縮小と安
定就業層の拡大」そして他方での「BOP市場そのものの縮小とＭＯＰ市場の
拡大」へと連動することを意味する。
このことは，工業製品に対する農村市場の拡大によって工業基盤が次第に整
備，拡大されて行く軌道に乗る可能性に繋がることを意味する。このことは同
時に工業製品を始めとした農村，都市ＭＯＰ市場における多国籍企業による
一層の浸透と市場支配への可能性をも意味する。換言すれば，自動車や家電製
品をはじめとするＭＯＰ市場における多国籍企業を巻き込んだ国際的競争の構
図の中での新たな地域固有の社会的課題解決型ビジネス生態系のシステム開発
が求められることをも意味する。
こうした戦略的課題は，同時に新興国固有の社会構成体の構図を踏まえた
社会的課題の解決を展望しうる現代経営学の国際的課題でもある。
注
１） 本論文に用いられている基本的用語は，本論叢に掲載されてきた林（2012c)，
(2013a)，（2013b)．および林・井口・荒井（2013c）各論文において定義され
ている。
発展途｣皇国ないし新興国の現地財閥やビジネスグループに関しては，下記の文２）
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献が参考になった。Batallal999;Saldana,2000;井上，1994;大貝，2001;梅津，
1992;小池，19981993;木原，2014．
多国籍企業のグローバル・バリューチェーンの最近の実態については，
UＮＣＴＡＤ（2013)，Ｃｈａｐ５，および井口（2014）が参考になる。
1980年，1990年，2000年，2010年，および2012のフィリピン農村人口比率はそ
れぞれ62.5％，51.4％，52.0％，514％および50.9％であり，傾向的には低下傾向
となっている。それに対して，農村の絶対人口は，それぞれ3019万人,3161万人，
3994万人，4760万人，および4876万人と増加傾向をたどり続けている（World
BankWorldDevelopmentlndicatorsDatabankより）。1970年代の発展途上国
における農業人口の相対的低下と絶対的増大については。（林，1980）において
分析されている。
インフォーマルセクターの概念と実態については．Bromley，1979；Herman
l9961LO,2002;Hussmanns,2004;ＡｍｉｎＡＮ.,2010;松園．2006,およびフォー
マルセクターの停滞に関しては，石上（2011）；木曾（2003）が参考になった。
フィリピン政府統計局のＮＳＣＢ（NationalStatisticalCoordinationBoard：
ｗｗｗ.、ｓｃｈｇｏＭｐｈ,accessed8November2011）より算出。
インフォーマルセクターで働く就業者層と，フォーマルセクターにおいて短期
契約のもとで不安定な就業形態で働く層全体をいわゆるInfOrmalEmployment
と総称している。
林，2012c，Ｐ77．
新興国，いわゆるNewlyEmergingandDevelopingCountries,，を，経済史的
視点から見た場合には，「イギリスが産業革命期にあった18世紀後半には，ドイ
ツ，フランスそしてアメリカはいまだ新興国的位置にあり，さらに19世紀末の
ドイツ，フランスそしてアメリカの産業革命終了期における日本世界経済的位
置もまさしく新興国的位置ということになる」（林，1995,47頁)。
ただしこうした視点は，すでに山田（1934）や平野（1934）が，第二次大戦前，
戦中の日本の再生産構造の分析を通して，農業部門での寄生地主制と工業部門
での近代的大工業制を中心とした複数の生産様式の実態を明らかにしている。
こうした論点からのアジアＮＩＥＳ登場の世界経済論的位置づけについては，平
川（1992）が参考となる。なお，ＮＩＥＳとして成功裏に登場しえた国，地域が
なぜアジアであったのかについては，林（l993pp21-213)，（1995：第２章）に
おいて，［１本からの技術移転を中心に吟味されている。
PrahaladCK．（2002)．ｘiii，邦訳。Ｐ,ｌｌ
ＣＫ､プラハラード（2002),ｐｐ,4243,邦訳48-49頁。
S､ハート（2007),ｐ､150,ｐ156.より抜粋。
社会構成体の概念については，山田盛太郎（1984)，平野義太郎（1980)，星埜
惇（1978)，Ｓ・アミン（1970)，Ｒスタベンハーゲン（1991）が参考になった。
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ただし’|｣瞳|，ベトナム，カンボジア等の独自の社会主義革命を経た新興国は
他のクローニー資本主義的新興諸国とは異質の社会櫛成体の理論的位置づけが
必要となる。
マニラ首都圏における高級百貨店としては，ＡＹＡＬＡ百貨店がもっとも有名で
あるが，ここではＢＯＰ層の視点からＬＡＮＤＭＡＲＫも高級百貨店の部類に入れ
ている。
調査時期は，2012年３月，2013年８月，2014年３)]の'１１句から下旬。
フィリピンワコール社の現地での中心llli格帯は1,100ペソ（約2,500円：2014年３
月レート)。現地市場で販売されているブラジャー製品の平均価格帯は約300ペ
ソ（約68011：『１３月レート)。同社のフィリピン現地で販売されている製品の
52％がインドネシアからの輸入，２３％がタイからの輸入となっており，両国か
らの輸入が全体の75％を占める（いずれも数鷺ベース)。同社の高級品市場で
の現地での最大の競合企業は，海外と同様，トリンプ・インターナショナル
(Triumphlnternational）であるが，同社の現地販売額の約35％は，
ＬＡＮＤＭＡＲＫや高級ショッピングモールでの売り上げからではなく，訪問販売
によるものとなっている。この訪問販売方式での最大の競合企業も同じく多国
籍企業Ａvon社である（以上，岩崎孝志会長との現地でのインタビュー（2012
年３月，2014年３月）より。
ユニクロ製品はランドマークではなく，マニラ首都圏中心部の高級ショッピン
グモール（ＳＭ名）にある自社販売店価格。
グランマ社（CEO：本村拓人，http://granmaasia）からＣＡＲＤMRIに派遣さ
れ，ＢＯＰ層向けにソーシャル・ビジネスを行っているGranmaPhilippineInc
の熊坂惟氏が，ラグナ州のＳａｎＰａｂｌｏからさらに北東へバスで－時間程の距
離にあるNagcarlanの町にあるパブリック・マーケットで行った調査（2014年
３月１７日）では，パッドなしの中国産のブラジャーが１枚50ペソ（1.1ドル
113円：2014年３)Ejレート）で売られている。同じく同氏の調査によると，地方
在住の女性は，購買能力が高まってくると，こうしたパブリック・マーケット
での低品質のブラジャーの購入から，エイボン（ＡＶＣ､）社の訪問販売員から同
社の最低価格帯の約300ペソ（約７ドル弱，約680円：上記レート）のブラジャー
購入に切り替える傾向にあるとのことであった。
JETRO『通商弘報』（http://www・jetrogojp/biznews/50ef7c31e34b8,accessed
l50ctober2013）より。
しかも，こうしたノーブランドの１ドル以下のワイヤー入りのブラジャー製品
は，高級百貨店で購入したものであっても，粗悪品が多く，使用後しばらくす
ると，ワイヤーが出てきてしまったり，ヒモの金具も歪んでしまうことが報告
されている。したがって，露店で販売されるノーブランドブラジャーはさらに
機能面，品質面で劣る可能性が高い。
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インフォーマルセクターおよびフォーマルセクターの定義，および両者間の分
断性と固定性については，林（2012b2112c）を参照されたし。ここで注意す
べき点は，不安定就業層はインフォーマルセクターのみならず．フォーマルセ
クターにも多く存在すること，そして新興国のインフォーマルセクターは先進
諸国の同セクターとは質的に異なることに留意する必要がある。
本論文では，ＢＯＰ市場の特質とＭＯＰおよびＴＯＰとの差異に論点が置かれて
いるが，Rangan．Ｖ、Ｋ,ｅｔａｌ．（2011）では，ＢＯＰ市場の特質をさらに“Low
income，,，,,Subsistence.，，および,,Extremepoverty"の各グループにセグメン
ト化する必要`性を論じている。
C､KPrahalad（2002)pp42-43,邦訳48-49頁
SHart（2007),ppl59-l62,邦訳214-218頁
Yunus（2007.20101
Yunus（2007,Ｒｘｖｉ).邦訳23頁）
この合弁事業の具体的な目標として，両者間の「覚書（ＭＯＵ=Memorandum
ofUnderstanding)」では以下の点が明記されている。「バングラデシュの子供
たちがよりよい未来を享受できるように美味しくて栄養価が高い食料品を毎
日摂取することで，すこやかに成長するのを助ける。ユニークな近接ビジネス
モデルー地方のコミュニティと結びついた製造と流通のモデルを設計する。
貧困を減少させること_次のことによって，地方の下屑クラスの人々の経済状
態を改善する。上流では．（農家）と契約し彼らの作業を改善することを助け
る。生産：ローコストで労働集約的な製造モデルを通じて地元住民と連絡する。
下流では，流通モデルの中で創造に貢献する」（Ｍ・Yunus［2007]，ppl44-l45，
邦訳：234-235頁）
これらの現地の乳牛飼育者やヤシの木の糖蜜栽培者の多くはグラミンからのマ
イクロファイナンスを活用することによって事業活動が可能となっている。
林悼史・古井仁編（2012)．262-264頁。
セミナー「アジアのＮＧＯリーダーから見た日本企業のＢＯＰビジネスー期待と
提言一」（2013年８月６「1，味の素本社，ACC21および'１本フイランソロピー
協会共催）におけるＪアリップ氏の講演内容より。
訳書では，「企業家」であるが，本論文では，原文で用いられている
｢Entrepreneur」およびEntrepreneurship」を「起業家｣，「起業家精神」の意
味を内容とする「企業家」として用いている。
Yunus（2007,pp52-54),邦訳：102-107頁
bid,ｐ243,邦訳：371頁。
ＣＡＲＤMRIは，ＣＡＲＤＮＧＯを母体として，マイクロファイナンス事業を担う
ＣＡＲＤInc，銀行業務のＣＡＲＤBank，マイクロインシュアランス事業を担う
CARDMBAMicroProducersやMicroEntrepreneursに対する各種のビジ
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ネスサポートを提供するＣＡＲＤＢＤＳＦＩｎｃ.’等々からなり，組織全体の責任者
(ManagingDirector）は，Ｊ､ＡＡｌｉｐ氏が担っている（ＵＲＬ：http://cardbankph、
com/wp-cardbankph/homephp)。
Tarlac州のCapas，Concepcion,CamilingStaIgnacia．およびTralacCity周
辺地域。これらの地域にＣＡＲＤＩｎｃのUnitが開設されている。同州の人口は．
調査対象年の2007年時点で124万人。主要産業は農業，主要産物は米,砂糖キビ，
トウモロコシ，ココナッツ等である。
Evangelista,Ｓ．Ｐ．（2007,pp91-92)。
ＣＡＲＤMRIでのインタビュー調査（2013年８月26日）より
ＮSCB:povertystatistics（wwwnscb・govph）およびNSO:incomeandpoverty
statistics(ｗｗｗ､censusgovph)｡個人ベースでの貧困基準は１}］２ドル｡世帯ベー
スでは１日４ドル。世帯構成員は世帯当たり平均４名となっている。
アテネオ大学経済学部教授NAldaba氏提供資料。原資料はPulseAsiaが2005
年３月に実施した調査データ（http://www､pulseasiaph/index､html)。
2013年８月に行ったサンパブロ州での調査においても，ＣＡＲＤＩｎｃからマイク
ロファイナンスを受けている女性たちのなかで，最も多かったビジネス形態は
サリサリストアの経営であった。
MicroVentures社でのインタビューでは，７５万ほどとされているが実態は不
明ではあるが，５０万～１００万といえば正確であろうとのことであった。
ＣＡＲＤMRIの設立経緯とそのミッションについては，林・井口・荒井（2013c）
において紹介されているので，ここでは割愛するが，雄本的なミッションは，
｢経済的に貧しい女性とその家族の自立」にある。脚注19も参照されたし。
グランマ社（代表：本村拓人氏）の事業内容については同社の下記ウェブサ
イトに載せられている（http://granmaasia/aboutus)。
ＣＡＲＤＢＤＳＦＩｎｃの正式名称は，CARDBusinessDevelopmentService
Foundationlnc・
林・井口・荒井（2013c)，３４頁。
同上論文，42-43頁。グランマ社（本村拓人代表）とのインタビュー。ただし，
2014年３月現在，現地の卸企業“PureGold'，社が急速に台頭してきたことによ
り，図表１０に示されているCommunityStoreやスキＳＳ（スキストア）はより
低価格での仕入れが可能な“PureGold”社からの調達に切り替える状況が増大
してきている。このため，“Hapinoy，，プログラムも再構築を迫られている
(MicroVentures社CEO:ＲＭａｒｋ氏およびグランマフイリピン代表熊坂惟氏と
のインタビュー：2014年３月15日)。
図表10では，グランマ社と日系多国籍企業とのコラポレーションも示している
が，これら企業は，住友化学，パナソニック，富士通デザイン等となっているが，
これらは現在進展巾ないし模索中である（http://granmaasia/business/)，
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accessedNovemberlL2013o
国際市場への連結は，国際的品質基準，安全基準が要求されるためにより高
度な生産・マネジメント全体のシステムと組織能力の向上が求められる。した
がって，国|祭的にバリューチェーンないしサプライチェーンを連結させている
多国籍企業子会社や合弁会社，等と関連している現地企業は各種部品・構成品
や原材料の供給，およびライセンシング，等々の形態を通じて，より高度な知
識を独得し，生産・マネジメント技術のグレードアップ軌道に乗ることが可能
となる
グローバル・バリューチェーンは財やサービスの生産と流通の国際的連鎖を価
格や利益の視点からみた価値的概念であると言える。その意味では，多国籍企
業による国際的な生産と流通のネットワークのどこで付加価値が創出されてい
るのかを分析する場合には，グローバル・バリューチェーンの視点が有効とな
る。これについては、ＵＮＣＴＡＤ（2013)，および井口（2014）が参考になる。
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